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工事内容
１１）リハビリテーション室等をＩ

ＣＵ・ＨＣＵへ改修する 工
事一式

１２）診療棟およびストリート棟へ
新設２棟を接続する改修工事
一式

２１）上記改修に伴う植栽、外構工
作物の撤去改修工事一式

３）工作物 キャノピー 撤去改修一式
４）外構
舗装（縁石とも）撤去改修一式
屋外排水設備 撤去改修一式
５）造園 既存樹木移植 移植一式
６）取り壊し 既存建物改修一部撤去工事一
式
７）設備
電気設備工事
１）～７）にかかる電気設備工事一式
機械設備工事
１）～７）にかかる機械設備工事一式

 工期 本工事の工期は令和２年５月初旬か
ら令和３年９月末までとする。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。
 本工事において、独立行政法人労働者健康
安全機構会計規程「低入札価格の調査に関す
る達（平成29年４月27日改正）」に基づく価格
を下回った価格をもって契約する場合は、監
理技術者とは別に同等の資格要件を満たす技
術者を配置すること。

２ 競争参加資格 下記のからに掲げる条件
を満たしている者により構成される特定建設工
事共同企業体であって、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和２年１月８日付け独立行政法人
労働者健康安全機構千葉労災病院契約担当役）
に示すところにより独立行政法人労働者健康安
全機構千葉労災病院契約担当役から千葉労災病
院増改築工事（Ａグループ）に係る特定建設工

事共同企業体としての競争参加資格者の資格の
認定を受けている者、下記のからに掲げる
条件を満たしている単体有資格業者又は経常建
設共同企業体であること。
 予算決算及び会計令第70条及び71条の規定
に該当しない者であること。
 厚生労働省から平成31・32年度有資格者名
簿［建設工事］のうち関東ブロックにおける
それぞれの工事種別に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更正手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続き開
始の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、厚生労働省から一般競争参
加資格の再認定を受けていること）。
 厚生労働省の建設工事に係る平成31・32年
度一般競争参加資格の認定の際に提出した経
営事項審査結果通知書の写しに記載された建
築一式工事の総合評点が1500点（特定建設
工事共同企業体の構成員のうち代表者以外の
構成員にあっては、1200点）以上であるこ
と（の再認定を受けた者にあっては、当該
再認定の際の総合評点が1500点（特定建設
工事共同企業体の構成員のうち代表者以外の
構成員にあっては、1200点）以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申立てがなされている者
（の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 工事実績は、平成16年４月１日以降に元請
けとして完成・引渡しが完了した、次に掲げ
る要件を満足する工事を施工した実績を有す
ること。なお、共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。特定建設工事共同企業体の代表者又は
単体有資格業者は、下記のアの条件を満たす
こと。特定建設工事共同企業体の代表者以外
の構成員は、下記のイの条件を満たすこと。
ア 建物用途 病院
構 造 鉄骨造、鉄筋コンクリート造

又は鉄骨鉄筋コンクリート造
階 数 地上５階建て以上

建物規模 延べ面積 20000以上（増
築工事の場合は、増築面積
20000以上）

工事内容 新営又は増築工事（躯体、外
装のほか内装を含む建築一式
工事を施工していること。）

イ 建物用途 病院、試験・研究施設、庁舎
又は事務所

構 造 鉄骨造、鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造

階 数 地上３階建て以上
建物規模 延べ面積3000以上（増築

工事の場合は、増築面積
3000以上）

工事内容 新営又は増築工事（躯体、外
装のほか内装を含む建築一式
工事を施工していること。）経
常建設共同企業体にあって
は、上記アの施工実績を有す
ること。また、異工種建設工
事共同企業体としての実績
は、協定書による分担工事の
実績のみ同種工事の実績とし
て認める。

 本工事に共同企業体として競争参加資格確
認申請書(以下「申請書」という｡)及び競争
参加資格確認資料（以下「資料」という。）を
提出した場合、その構成員は単体として申請
書及び資料を提出することはできない。
 経常建設共同企業体の構成員は、当該工事
に対応する建設業種の許可を有してからの営
業年数が３年以上あること。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、独立行政法人労働者健康安
全機構理事長から独立行政法人労働者健康安
全機構の工事請負契約に係る指名停止等の措
置要領（平成７年３月１日付け労働福祉発第
350号）に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 １に示した工事に係る設計業務等の受託
者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお
いて関連がある建設業者でないこと。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
ア １級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。なお、「こ
れと同等以上の資格を有する者」とは一級
建築士の免許を有する者又は、国土交通大
臣若しくは建設大臣が１級建築施工管理技
士と同等以上の能力を有すると認定した者
である。
イ 平成16年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した、次の条件を満足
する工事を監理技術者または主任技術者と
して施工した経験を有すること。なお、共
同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。
建物用途 病院 なお、代表者以外の構成

員は、病院、試験・研究施設、
庁舎又は事務所

構 造 鉄骨造、鉄筋コンクリート造又
は鉄骨鉄筋コンクリート造

階 数 地上５階建て以上 なお、代表
者以外の構成員は、地上３階建
て以上

建物規模 延べ面積8000以上（増築工
事の場合は、増築面積8000
以上）なお、代表者以外の構成
員は、延べ面積3000以上（増
築工事の場合は、増築面積
3000以上）

工事内容 新営又は増築工事（躯体、外装
のほか内装を含む建築一式工事
を施工していること。）経常建設
共同企業体にあっては、構成員
のうち１社の主任(監理)技術者
が上記の代表者の条件を満足す
る工事を施工した経験を有して
いればよい。また、異工種建設
工事共同企業体としての経験
は、協定書による分担工事にお
いての経験のみ同種工事の経験
として認める。

ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
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